
    地域 

項目 
四 條 畷 市 （開発指導要綱） 

適用範囲 １.開発区域の面積が実測５００㎡以上のもの。ただし、建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を要す 

る行為については、５００㎡未満であっても適用。                                                       

２.中高層建築物を建築するもの。   

  ※ただし、１，２ともに自己の居住の用に供する住宅を建築するものについては適用しない。 

宅地事業計画 １.住宅（他の用途を兼ねるものを含む。）の１棟当たりの敷地面積は、地区計画で別に基準が定められている場合を除き、用 

途地域（都市計画法第８条第１項第１号に規定する地域をいう。以下同じ。）の区分に応じて次の表の基準に適合しなけれ 

ばならない。   

      用途地域 

敷地面積 
第１種低層住居専用地域 

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域  

第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、準工業地域 

最低敷地面積 １００㎡ ６０㎡ 

標準敷地面積 １２０㎡ ８０㎡ 

備考 それぞれの敷地面積は最低敷地面積以上であり、かつ、敷地面積の平均値は標準敷地面積以

上であること。 

２.共同住宅及び長屋住宅（それぞれ他の用途を兼ねるものを含む。）の１住戸当たりの専有面積（共用部分及びバルコニーを 

除いた床面積の合計。以下同じ）は、利用区分に応じて次の表の基準に適合しなければならない。   

      利用区分 

専有面積 

共同住宅 長屋住宅 

単身者用 一般世帯用 一般世帯用 

最低専有面積 ２５㎡ ３０戸未満 ４０㎡ ４０㎡ 

３０戸以上 ５０㎡ 

最高専有面積 ３５㎡   

備考 最低専有面積以上最高専有

面積以下であること。     

それぞれの専有面積は最低専有面積以上であること。    

３.建築物の敷地が２以上の用途地域にわたる場合は、その敷地の全部が敷地面積のうち最大の面積を占める用途地域にあるも 

のとみなして、第１項の規定を適用する。 

４.社会福祉施設（老人ホーム・グループホーム・サービス付き高齢者住宅等）については、第２項の規定を適用しない。 

協議・協定 １.関係法令に基づく手続きを行う前に事前協議書を市長に提出し、開発事業の計画についてあらかじめ協議しなければならな 

い。 

２.前項に規定する事前協議書は、大阪府事前協議制度実施要綱に基づき本市との事前協議前に大阪府との事前協議が必要な場 

合は、大阪府事前協議書指導内容提示後に提出するものとする。 

３.前項の規定による協議が成立したときは、市長と開発者との間で協定書を締結するものとする。 

公共・公益施

設の負担 

開発事業の施行に当たり、この要綱に基づき、公共施設及び公益施設を開発者の負担により整備しなければならない。 

 

公 

共 

・ 

公 

益 

施 

設 

道 路 １.開発区域内又は開発区域に接して国道、府道、市道又は法定外公共物（里道敷）がある場合は、その取扱いについて管理者 

と協議しなければならない。 

２.開発事業に起因して道路を新設又は改良する場合は、施行基準に基づき施工しなければならない。 

３.開発者は、前項に基づき施工した道路は、市に帰属しなければならない。 

４.開発者は、開発事業後の開発道路における掘削が最小となるよう開発施設に必要となる地下埋設物の計画を行わなければな 

らない。 

公 園 開発者は、主として住宅の建築を目的とした開発事業を施行する場合は、次の各号に掲げる要件を満たす公園を設置しなけ

ればならない。また、一団の土地又は隣接する土地において同時に又は引き続き行う開発事業がある又は予定されている場合

は、全体として公園を計画することとする。 

１.公園の面積は、開発区域の面積が３千㎡以上のものにあっては開発区域面積の３％（その面積が１００㎡に満たない場合は 

１００㎡）以上とし、開発区域の面積が３千㎡未満であり、かつ、住宅（他の用途を兼ねるものを含む）の計画住戸数が５ 

０戸以上のものは２㎡に計画住戸数を乗じて得た面積以上とする。                                     

２.公園は、開発区域周辺の住民にも利用しやすい位置に設置し、有効に利用できる形状かつ勾配とする。 

３.公園は、施行基準に基づき整備しなければならない。 

前項の規定により設置された公園は、市に帰属しなければならない。 

開発区域の面積が１千㎡以上の場合は、大阪府自然環境保全条例第３３条第１項の基準により緑化をしなければならない。 

なお、開発区域の面積が１千㎡に満たない場合は、開発区域の面積の３％以上の面積の緑地を設置するよう努めなければな 

らない。 

建築基準法第５９条の２の規定により開発区域内に空地を有する開発事業は、別に法の定めがある場合を除き、公園、緑地 

または、広場の設置を要しないものとする。 

上・下水

道 

１.開発事業に伴う必要な水道施設は、大阪広域水道企業団水道事業給水条例（平成２９年大阪広域水道企業団条例第２号）に 

より、あらかじめ大阪広域水道団企業長と協議し、整備しなければならない。 

２.開発区域の規模、地形、予定建築物の用途及び計画人口等を考慮し、開発区域内の雨水及び汚水を有効に排出できるよう計 

画しなければならない。 

３.公共下水道計画区域内においては、公共下水道計画に基づき計画するものとし、下水道設計施工標準により市長と協議のう 

え施工しなければならない。 
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上・下

水道 

４.公共下水道供用開始区域内においては、開発区域内の雨水及び汚水を公共下水道に放流するものとする。ただし、やむを得 

ず私設排水施設に放流する場合は、当該排水施設の所有者の承諾を得なければならない。 

５.開発者は、特定都市河川流域において、雨水の流出量を増加させるおそれのある行為（以下、雨水浸透阻害行為という。） 

を行う場合は、雨水貯留施設等を設置するよう努めなければならない。 

６.前項に規定する雨水浸透阻害行為のうち、行為面積が１千㎡以上となる場合には、特定都市河川浸水被害対策法第９条に基 

づき、大阪府知事の許可を得なければならない。また、申請に当たっては構造等について協議し、市を経由した上で大阪府 

に申請しなければならない。 

７.一団の土地又は隣接する土地において、同時に又は引き続き行う開発事業がある又は予定されている場合は、全体として計 

画し、前項の申請を行うこととする。 

８.雨水貯留施設等を設置する場合は、検査に先立ち、施設竣工図を提出しなければならない。また、検査により竣工図に修正 

を要する場合は、速やかに修正し、提出しなければならない。 

消防施設 開発区域の規模及び周辺状況等に応じて、消防水利施設等について所管の消防長と協議し、設置しなければならない。 

教育施設 

 

 

（小学校・中学校・幼稚園） 

開発事業に伴う幼稚園児、小学生又は中学生の増加により既設教育施設等に影響を与えるおそれがあると市長が認める場合

は、その受入態勢について教育委員会と協議しなければならない。 

 

（保育園） 

開発事業に伴う幼児の増加により、既設保育施設等に影響を与えるおそれがあると市長が認める場合は、その受入態勢につ

いて市長と協議しなければならない。 

し尿処理

施設 

公共下水道供用開始区域外におけるし尿等の処理施設は、合併浄化槽を設置するよう努めるものとする。 

公害対策 

 

１.工事施工中は、開発事業に伴う周辺への影響を考慮し、公害等の発生を未然に防止するため、必要な措置を講じなければな 

らない。    

２.公害等が発生し、損害を与えた場合は開発者の責任において、直ちに適切な措置を講じなければならない。 

文化財の保護 

 

１.周知の埋蔵文化財包蔵地において開発事業を施行する場合は、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９３条第１項 

の規定により、工事を着工しようとする日の６０日前までに、教育委員会へ届出を行わなければならない。 

２.周知の埋蔵文化財包蔵地その周辺地において開発事業を施行する場合は、埋蔵文化財の試掘調査等についての関係書類を提 

出の上、教育委員会と協議しなければならない。                             

３.工事施工中に埋蔵文化財を発見した場合は、直ちに工事を中止し、教育委員会に届出を行い、その指示を受けなければなら 

ない。 

その他の措置 

 

（集会施設）                                                                                                  

計画住戸数に応じて施行基準に基づき、近隣地域での自治会活動又は各種コミュニティ活動等を行うために必要な集会施設 

を設置しなければならない。  

 

（開発事業に関する周知措置） 

 開発者は、開発事業の施行前に、次の各号に掲げる者に対して開発事業の内容を周知し、理解を得るよう努めなければなら

ない。 

１.周辺住民にあっては、開発事業の内容を周知する。 

２.地元代表者にあっては、開発事業の内容を説明するとともに、安全対策及び環境対策等について指示を受けるものとする。 

３.地元の水利代表者にあっては、開発事業の内容を説明するとともに、排水流末及び経路等について指示を受けるものとす 

る。 

施行改正年月日 昭和 48 年 7 月 1 日施行 平成 7 年 12 月 1 日改正 平成 19 年 11 月 30 日一部改訂 平成 22 年 4 月 1 日一部改訂 

平成 25 年 2 月 1 日一部改訂 平成 26 年 4 月 1 日一部改訂 平成 28 年 1 月 1 日改正 平成 29 年 4 月 1 日一部改訂 

 


